
第20回　定時株主総会

開催日時
2022年６月30日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時15分）

東京都千代田区大手町一丁目５番１号
大手町ファーストスクエア イーストタワー２F
大手町ファーストスクエアカンファレンス

第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役６名選任の件
第３号議案　監査役２名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件
第５号議案　会計監査人選任の件

株式会社インフォネット

書面（郵送）又はインターネットにより議決権を行使くださ
いますようお願い申しあげます。
議決権行使期限：2022年６月29日（水曜日）
　　　　　　　　午後６時到着分まで

株主総会にご出席いただけない場合

開催場所

議　　案

招集ご通知

＜新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ＞
新型コロナウイルス感染拡大の状況に鑑み、可能な限り本
株主総会会場へのご来場はお控えいただき、書面（郵送）
又はインターネットによる議決権行使をご検討くださいま
すようお願い申し上げます。
新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、会場の席数
を制限しております。また、席数を超えるご来場があった
際、入場を制限させていただく場合がございます。
予めご承知くださいますようお願い申し上げます。



ごあいさつ

1

代表取締役社長執行役員

日下部 拓也

株主の皆様には平素格別のご支援を賜り厚く
御礼を申し上げます。

昨年は積極的な事業拡大に取り組んだものの、期中にお
ける大幅な業績予想の下方修正を余儀なくされ、株主の皆
様のご期待に沿うことが叶いませんでした。一方で期初に
M&Aによりアイアクト社が当社グループに加わり着実な収
益を伴ったプロダクト及びサービスの拡大が図られたと共
に、下半期より事業課題及び組織課題の解消に全社一丸と
なり取り組んだことで、今後の会社発展の礎となる事業体
制の再設計が着実に進捗し、今後の成長に手ごたえを感じ
た１年でもありました。今後におきましては、当期に着手
した体制の再構築をより進展させ体系化することで、再現
性を高めることに注力すると共に、中長期視点でプロダク
トやサービスの研究開発投資に精力的に取り組むことで事
業基盤の回復強化と事業成長の加速の両面を実現していき
ます。

また昨年度の取り組みの一つとしまして、当社の事業基
盤である既存顧客の事業成長を加速させ、当社にとっての
サブスクリプション型の収益をより強化するという目的の
もと、カスタマーサクセス部門の機能の整理強化及び人員
の増強を図りました。これは、これまで当社が着実に築き
上げてきたＷＥＢサイトの確実な構築運営というサービス
の伸長に加え、既存顧客のＷＥＢを用いた業務効率化ニー
ズ及び効果的かつ効率的なＷＥＢマーケティングの運営ニ
ーズに応えるための体制整備を行うことを目的とした取り
組みとなっております。この取り組みをベースとして教育
研修をはじめとしたメンバーの更なるスキルアップを図る
と共に、顧客事業の成長を目的としたサービスラインナッ
プを拡充させることで、顧客事業の成長に寄り添った形で
の事業成長モデルを構築してまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜りま
すようお願い申し上げます。

2022年６月
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東京都千代田区大手町一丁目５番１号
株式会社インフォネット

代表取締役社長執行役員日下部 拓也
第20回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネットによる議決権行使をすることができますので、お手数

ながら後記の議決権行使についてのご案内及び株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月29日（水曜日）
午後６時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１ 日 時 2022年６月30日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時15分）
２ 場 所 東京都千代田区大手町一丁目５番１号

大手町ファーストスクエア イーストタワー２F 大手町ファーストスクエアカンファレンス
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３ 目的事項 報告事項 １．第20期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告及び連結計算書類並
びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第20期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

４ 議決権行使についての
ご案内 ４～５頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

５ インターネット開示に
関する事項

本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第17
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.e-infonet.jp/）に掲載して
おりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書
面は、監査報告及び会計監査報告を作成するに際し、監査役又は会計監査人が監査をした書類の一部で
あります。
１．連結計算書類の連結注記表
２．計算書類の個別注記表

以 上
●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、議事資料として本株主総会招集
ご通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
●株主総会参考書類並びに、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当
社ウェブサイトに掲載させていただきます。
●節電の取り組みの一環として、当日は会場の空調を抑制させていただきます。また、当社スタッフは軽装（クールビズ）にて対
応させていただく予定ですので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。



議決権行使についてのご案内
■ 株主総会にご出席いただける場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

2022年６月30日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時15分）

開催日時

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を
貼らずにご投函ください。

（下記の行使期限までに到着するようご返送ください）

2022年６月29日（水曜日）午後６時到着分まで行使期限

書面による議決権行使

■ 株主総会にご出席いただけない場合

次頁のインターネットによる議決権行使のご案内をご高覧の上、 
画面の案内に従って、賛否を入力してください。

2022年６月29日（水曜日）午後６時まで行使期限

インターネットによる議決権行使
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インターネットによる
議決権行使のご案内

2022年６月29日（水曜日）
午後６時まで

議決権
行使期限

■ �インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

■ �インターネットと議決権行使書面の両方で議決権行使をされた場合は、
インターネットの行使を有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

議決権行使のお取扱い

https://www.web54.net議決権行使
ウェブサイト

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

「次へすすむ」をクリック

1. ‌�議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

アクセス手順について

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

9：00～21：00

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

ふ0120-652-031

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

土日休日を除く
9：00～17：00

■ 証券会社に口座をお持ちの株主様
お取引の証券会社あてへお問い合わせください。
■ 証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）
三井住友信託銀行　証券代行部

ふ0120-782-031

その他のご照会

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワード」
を入力し、「登録」をクリック

3. ‌�パスワードの入力

入 力

クリック

5



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株主総会参考書類
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第１号議案 定款一部変更の件

１. 提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する株主総会資料
の電子提供制度の施行日が2022年９月１日とされたことに伴い、株主総会参考書類等の内容である情報に
ついて電子提供措置をとる旨及び書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を限定す
ることができる旨の規定を設けるものであります。
また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定は不要となるため、これを
削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現行定款 変更案

第17条（株主総会参考書類等のインターネット開示
とみなし提供）

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算
書類に記載又は表示をすべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従いインター
ネットを利用する方法で開示することにより、
株主に対して提供したものとみなすことがで
きる。

（削除）

（新設）

第17条（電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類等の内容である情報について、電子
提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法
務省令で定めるものの全部又は一部につい
て、議決権の基準日までに書面交付請求した
株主に対して交付する書面に記載しないこと
ができる。
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現行定款 変更案

（新設）

（附則）
１．変更前定款第17条（株主総会参考書類等のイン

ターネット開示とみなし提供）の削除及び変更後
定款第17条（電子提供措置等）の新設は、2022
年９月１日から効力を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、2023年２月末日まで
の日を株主総会の日とする株主総会については、
変更前定款第17条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）はなお効力を有する。

３．本附則は、2023年３月1日又は前項の株主総会
の日から３か月を経過した日のいずれか遅い日後
にこれを削除する。
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第２号議案 取締役６名選任の件
取締役岸本誠氏、日下部拓也氏、南嶋将人氏、福本健二氏、江村真人氏及び小尾一介氏の６名は、本定時株主

総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 当社における地位及び担当等

１ き し も と まこと

岸 本 誠 代表取締役会長 再 任

２ く さ か べ た く や

日下部 拓也 代表取締役社長執行役員 再 任

３ みなみ じ ま ま さ と

南 嶋 将 人 取締役執行役員 再 任

４ ふ く も と け ん じ

福 本 健 二 取締役 再 任

５ え む ら ま さ と

江 村 真 人 取締役 再 任

６ お び か ず す け

小 尾 一 介 取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員
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候補者番号

１
所有する株式の数……………… 5,250株

き し も と まこと

岸 本 誠 （1981年８月14日生）

再 任 [略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
2005年４月 ㈱インテリジェンスオフィス入社
2006年９月 ㈱スタッフサービス入社
2006年12月 ㈲キャストコミュニケーションズ

入社
2009年５月 プルデンシャル生命保険㈱入社
2011年６月 当社入社
2013年10月 当社営業部長
2014年３月 当社取締役

2017年６月 当社代表取締役社長
2021年４月 ㈱アイアクト取締役（現任）
2021年10月 当社代表取締役会長（現任）
2022年４月 ㈱デロフト代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱アイアクト取締役
㈱デロフト代表取締役社長

候補者番号

２
所有する株式の数……………… 3,050株

く さ か べ た く や

日下部 拓也 （1981年７月４日生）

再 任 [略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
2011年３月 税理士法人トーマツ（現 デロイトト

ーマツ税理士法人）入所
2011年11月 有限責任監査法人トーマツ出向
2013年６月 ㈱オルトプラス入社
2015年４月 高野総合会計事務所入所

2015年11月 公認会計士登録
2017年４月 ㈱フォーカス入社
2017年６月 当社取締役管理部長
2021年10月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

候補者番号

３
所有する株式の数……………… －

みなみ じ ま ま さ と

南 嶋 将 人 （1981年４月21日生）

再 任 [略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
2004年４月 ㈱現代広告社入社
2006年１月 ㈱ジャパン・アド・クリエイターズ

入社
2008年４月 ㈱視覚デザイン研究所転籍
2011年12月 当社入社
2012年12月 当社デザイン部長

2016年１月 当社執行役員
2017年10月 当社執行役員制作開発本部長兼

デザイン部長
2018年３月 当社取締役開発本部長
2021年10月 当社取締役執行役員（現任）
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候補者番号

４
所有する株式の数……………… －

ふ く も と け ん じ

福 本 健 二 （1966年10月25日生）

再 任 [略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
1991年４月 ㈱星光堂入社
1993年12月 ロイヤル㈱入社
2008年10月 当社入社
2011年１月 当社営業部長
2013年７月 当社取締役
2014年５月 東建コーポレーション㈱入社
2019年７月 当社営業本部AIソリューション

営業部長

2020年７月 当社執行役員WEBSolutionDivision1
管掌

2021年６月 当社取締役
2021年10月 当社取締役執行役員
2022年４月 当社取締役（現任）
2022年４月 ㈱デロフト取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱デロフト取締役

候補者番号

５
所有する株式の数……………… －

え む ら ま さ と

江 村 真 人 （1971年９月12日生）

再 任 [略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
1997年10月 中央監査法人入所
2005年１月 ㈱リプラス入社
2005年６月 リプラス・リート・マネジメント㈱

取締役経営管理部長
2007年11月 ㈱キャピタルメディカ入社
2009年２月 ㈱フォーカスキャピタルマネジメント

（現 ㈱フォーカス）設立
代表取締役

2016年３月 ㈱キャピタルメディカ取締役
投資事業本部長

2017年６月 当社取締役（現任）
2020年11月 ㈱フォーカスキャピタル設立

代表取締役（現任）
2022年３月 ㈱フォーカス取締役（現任）
2022年４月 ㈱デロフト取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱フォーカスキャピタル代表取締役
㈱フォーカス取締役
㈱デロフト取締役
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候補者番号

６
所有する株式の数……………… －

お び か ず す け

小 尾 一 介 （1953年12月４日生）

再 任

社 外

独 立

[略歴、当社における地位及び担当]（重要な兼職の状況）
1977年10月 アルファレコード㈱入社
1988年８月 サイトロン・アンド・アート㈱

代表取締役
2000年３月 ㈱ディーエス・インタラクティブ

代表取締役
2002年４月 ㈱デジタルガレージ業務執行役員
2002年７月 ㈱カカクコム取締役
2002年９月 ㈱デジタルガレージ取締役
2003年３月 オービック㈲代表取締役
2003年６月 ㈱アルク取締役
2003年６月 ㈱カカクコム監査役
2005年９月 ㈱ＤＧインキュベーション取締役
2009年７月 グーグル㈱執行役員・本社Director

of Business Development
2012年12月 インモビジャパン㈱社長
2012年12月 Inmobi（Private）Limited

Vice President

2015年10月 Link Asia Capital㈱代表取締役
パートナー（現任）

2016年５月 ㈱Nessa Japan代表取締役
2017年３月 ㈱インバウンドテック社外監査役

（現任）
2017年11月 クロスロケーションズ㈱代表取締役

（現任）
2018年３月 ㈱ファンコミュニケーションズ

社外取締役（現任）
2018年６月 フューチャーベンチャーキャピタル㈱

社外取締役（監査等委員）（現任）
2018年６月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
Link Asia Capital㈱代表取締役パートナー
クロスロケーションズ㈱代表取締役

（注） 1.小尾一介氏は、社外取締役候補者であります。
2.各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
3.岸本氏を取締役候補者とした理由につきましては、当社の一員として主に営業業務に従事し、インタ
ーネット業に関する豊富な業界知識・経験を有しております。また、2014年3月より当社取締役とし
て企業経営に従事し、2017年6月に代表取締役社長に就任、2021年10月に代表取締役会長に就任し、
当社の成長に向けた事業戦略を積極的に推進する等、豊富な経験と知見を活かし職務を適切に遂行し
ていることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。

4.日下部氏を取締役候補者とした理由につきましては、当社の一員として主に管理業務に従事し、公認会
計士資格を背景とした管理部門業務に関する豊富な知識・経験を有しており、2017年6月より当社取
締役として企業経営に従事し、当社の成長に向けた事業戦略を積極的に推進しております。また2021
年10月より当社代表取締役社長に就任し、当社の企業価値向上に向けて職務を適切に遂行しているこ
とから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としております。
5.南嶋氏を取締役候補者とした理由につきましては、当社の一員として主に制作業務に従事し、インター
ネット事業に関する豊富な業界知識・経験を有しております。また2018年3月より当社取締役として
企業経営に従事し、当社の成長に向けた事業戦略を積極的に推進する等、豊富な経験と知見を活かし職
務を適切に遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者とし
ております。
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6.福本氏を取締役候補者とした理由につきましては、当社の一員として主に営業業務に従事し、インター
ネット業に関する豊富な業界知識・経験を有しております。また2013年より当社取締役として企業経
営に従事し、当社の成長に向けた事業戦略を積極的に推進する等、豊富な経験と知見を活かし職務を適
切に遂行していることから、当社取締役として適切であると判断し、引き続き取締役候補者としており
ます。
7.江村氏を取締役候補者とした理由につきましては、公認会計士としての知見や、他社取締役の兼任含め
豊富な企業経営の経験を有しております。また2017年6月より当社取締役として企業経営についての
助言及び監督を適切に遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役
候補者としております。
8.小尾氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
小尾氏は、インターネット事業に関する豊富な知識・経験を有しており、他社取締役の兼任含め豊富
な企業経営の経験を有しております。また2018年６月より当社取締役として経営に対する監督を適切
に行う等、豊富な経験と知識を活かしコーポレート・ガバナンスの強化を適切に遂行しており、当社
プロダクトの技術及び経営全般についての助言・提言が期待されることから、引き続き取締役候補者
としております。
9.江村氏、小尾氏が取締役に選任された場合、当社は各氏との間で会社法第427条第１項の賠償責任を限
定する契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は法令が規定する最低責
任限度額といたします。

10.小尾氏の当社社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年となります。
11.当社は、小尾一介氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。

12.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求訴訟
を提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保
険契約により填補することとしています。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることと
なります。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査役２名選任の件

監査役高野昭二氏、横山美帆氏及び川上徹氏の３名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります
ので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏 名 当社における地位

１ こう の しょう じ

高 野 昭 二 監査役 再 任 社 外 独 立

２ よこ やま み ほ

横 山 美 帆 監査役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任監査役候補者 社 外 社外監査役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員
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候補者番号

１
所有する株式の数……………… 1,400株

こう の しょう じ

高 野 昭 二 （1956年６月29日生）

再 任

社 外

独 立

[略歴、当社における地位]（重要な兼職の状況）
1979年４月 リッカー㈱入社
1985年９月 ㈱明光商会入社
1998年10月 中央監査法人入所
2002年４月 公認会計士登録
2007年７月 新日本監査法人（現 EY新日本有限

責任監査法人）入所
2016年７月 高野昭二公認会計士事務所開設所長

（現任）

2017年３月 アース製薬㈱社外監査役（現任）
2017年11月 当社社外監査役
2019年９月 当社常勤監査役（社外監査役）
2020年６月 当社社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
アース製薬㈱社外監査役

候補者番号

２
所有する株式の数……………… －

よこ やま み ほ

横 山 美 帆 （1970年６月２日生）

再 任

社 外

独 立

[略歴、当社における地位]（重要な兼職の状況）
1993年４月 ㈱カーギルジャパン入社
2006年12月 Carval Investors Pte.Ltd.へ出向
2016年３月 慶應義塾大学法科大学院修了
2017年12月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
2017年12月 清水謙法律事務所入所（現任）
2017年12月 ㈱ディア・ライフ社外取締役（現任）
2018年６月 当社社外監査役（現任）
2021年６月 ㈱スターフライヤー社外取締役

（現任）

2022年３月 日本パワーファスニング㈱社外取締役
（監査等委員）（現任）

2022年５月 RPAホールディングス㈱社外取締役
（監査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）
㈱ディア・ライフ社外取締役
㈱スターフライヤー社外取締役
日本パワーファスニング㈱社外取締役
（監査等委員）
RPAホールディングス㈱社外取締役
（監査等委員）

（注） 1.各監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2.高野昭二氏は社外監査役候補者であります。
3.高野昭二氏を社外監査役候補者とした理由につきましては、公認会計士として財務及び会計に関する豊
富な知識や経験に基づき、当社の社外監査役に就任以来、取締役会等について有益な意見を述べる等、
社外監査役としての職務を適切に遂行されています。引き続き中立的かつ客観的な立場から当社の経営
の監視・監督を行っていただきたく、同氏を社外監査役候補といたしました。
4.横山美帆氏は、社外監査役候補者であります。
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5.横山美帆氏を社外監査役候補者とした理由につきましては、弁護士として企業法務に関する高い知見を
有しており、また複数企業の社外取締役等を務め、企業経営に関する多くの知見と豊富な経験を有して
おります。当社の社外監査役に就任以来、取締役会等について有益な意見を述べる等、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行されています。引き続き中立的かつ客観的な立場から当社の経営の監視・監督を
行っていただきたく、同氏を社外監査役候補といたしました。
6.高野昭二氏及び横山美帆氏が社外監査役に選任された場合、当社は各氏との間で会社法第427条第１項
の賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は法令が
規定する最低責任限度額といたします。
7.高野昭二氏及び横山美帆氏は、現在当社の社外監査役でありますが、社外監査役としての在任期間は、
高野昭二氏は本定時株主総会終結の時をもって４年８ヶ月、横山美帆氏は本定時株主総会終結の時をも
って４年となります。
8.当社は、高野昭二氏及び横山美帆氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。
9.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求訴訟を
提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険
契約により填補することとしています。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いいたしたいと存
じます。
なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意のうえ取締役会の決議によりその選任を

取り消すことができるものとさせていただきます。
また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

所有する株式の数……………… － 株
やま ざき たか し

山 﨑 貴 史 （1971年８月７日生）

社 外

独 立

[略歴、当社における地位]（重要な兼職の状況）
1997年10月 中央監査法人入所
2005年10月 山﨑貴史公認会計士事務所開設所長（現任）
2008年３月 プラネックスコミュニケーションズ㈱監査役
2015年６月 監査法人保森会計事務所 代表社員（現任）

（注） 1.補欠監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2.山﨑貴史氏は、補欠社外監査役候補者であります。
3.山﨑貴史氏を補欠の社外監査役候補者とした理由につきましては、公認会計士資格を有し、監査法人を
通じて培われた会計的知見と幅広い経験を当社の監査に反映していただけるものと考えました。また上
場他社の監査役としての実績及び知見から、監査役としての職務を適切に遂行することができるものと
考え、補欠の社外監査役候補とするものであります。
4.山﨑貴史氏が社外監査役に就任した場合、東京証券取引所に独立役員として届け出る予定です。
5.山﨑貴史氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の賠償責任を限定
する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は法令が規定する最低責任
限度額といたします。

6.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求訴訟を
提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契
約により填補することとしています。山﨑貴史氏が監査役に就任した場合、当該保険契約の被保険者に
含められることとなります。
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第５号議案 会計監査人選任の件

会計監査人太陽有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、監査役会の
決定に基づき、新たに晴磐監査法人を会計監査人に選任することにつきご承認をお願いするものであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2022年３月31日現在）
名 称 晴磐監査法人

事務所の所在地 東京都新宿区大久保一丁目２番１号 天翔東新宿ビル

沿 革 2021年７月２日設立

概 要

出資金 ５百万円

構成人員 社員（公認会計士） ５名
職員（公認会計士） ３名
合計 ８名

（注） 晴磐監査法人を会計監査人候補者とした理由は、新しい会計監査人の起用による新たな視点での監査が
期待できることに加えて、当社グループの事業規模を踏まえ、会計監査人としての独立性、専門性、品
質管理体制、監査報酬等を総合的に勘案した結果、同監査法人が適任と判断したためであります。

以上
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１ 企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス変異株の感染拡大による社会・経済活動の
停滞の影響が続くなど非常に厳しい状況となりました。海外経済の改善、ワクチン接種の進行により景気
動向の持ち直しが期待される一方で、新型コロナウイルス感染症の変異株による感染再拡大に伴うまん延
防止等重点措置の断続的発令による国内経済の下振れリスクや金融資本市場の変動等の影響を注視する必
要があり、先行きについてはウクライナ情勢の影響も大きく、ますます不透明な状況が続いております。
当社グループの事業領域である情報サービス産業を取り巻く環境については、まん延防止等重点措置の

発令により鈍化する見込みもありましたが、結果としては企業収益の改善を受けてWEBマーケティング
への好調な投資傾向が続き、特に大手企業のIT投資が引き続き増加基調にありました。当社グループの属
する国内CMS市場においてもマーケティング・ツールとしてのWEBサイトの重要性が増してきているこ
とや、コロナ禍に伴いデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の取り組みが加速していることから、
ＷＥＢマーケティングやＷＥＢに関わる業務改善についても興味関心を持たれる企業が増加してきており
ます。
このような事業環境の中、当社グループは自社開発のＷＥＢサイトコンテンツ管理システム「ｉｎｆｏ
ＣＭＳ」を活用したＷＥＢサイト構築及び構築後のサーバ・システム運用保守などのアフターサポートま
でを一貫したＷＥＢ受託開発・ＡＳＰサービスを主事業として、その他クラウドホスティングサービス、
ＷＥＢ広告サービス、ＷＥＢシステム開発サービス、カタログ・パンフレットデザインサービスなど、企
業の業務改善と広報マーケティング支援を目的とした事業展開を行っております。また、ＷＥＢサイト構
築のサービス領域の拡大と当社グループの事業領域の拡大を視野に周辺パッケージ商品として人工知能搭
載型チャットボットシステム「Ｑ＆Ａｉ」の販売を行い、子会社である株式会社アイアクトからはＡＩを
利用したファイル・サイト内検索システム「Ｃｏｇｍｏ Ｓｅａｒｃｈ」、会話の分岐が可能な第２世代Ａ
Ｉチャットボットシステム「Ｃｏｇｍｏ Ａｔｔｅｎｄ」のサービスを提供するなど、ＷＥＢサイトに紐
づく様々な課題解決の幅を広げております。
以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,739,013千円（前連結会計年度比77.4％増）、営業損失は

41,874千円（前連結会計年度は営業利益85,917千円）、経常損失は57,406千円（前連結会計年度は経常
利益90,912千円）、親会社株主に帰属する当期純損失は89,983千円（前連結会計年度は親会社株主に帰
属する当期純利益59,781千円）となりました。
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② 設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中に、株式会社アイアクトの株式取得を目的として、金融機関より長期借入金として

500,000千円の調達を行いました。
④ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

当社は、2021年４月１日を効力発生日として、当社を存続会社とする吸収合併によりスプレッドシス
テムズ株式会社の権利義務を承継いたしました。
⑤ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2021年４月30日付で株式会社アイアクトの株式5,880株を635,000千円で取得しておりま
す。

⑥ 対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス等の影響により国内外における経済活動の停滞が懸
念されるものの、働き方改革等にともない当社グループの事業領域である国内CMS市場は堅調に推移する
ものと見込んでおり、あわせて当社グループサービスの展開地域を広げることにより収益基盤を維持拡大
してまいります。これに加え、他のソリューションベンダーや当社グループサービスの周辺領域において
強固な顧客基盤を有する企業とのアライアンス等を引き続き推進してまいります。
このような事業環境の下、当社グループは、引き続き積極的な営業活動を推進し、主力製品である
infoCMSの国内CMS市場の獲得シェアのさらなる拡大を図ると共に、CMSの周辺パッケージ製品として
開発した「Q＆Ai」、「Repotti」等の周辺製品を独立した製品として販売することを継続強化し、ＷＥＢ
に関わる業務改善・ＷＥＢマーケティングの総合的な支援を行うことで、市場における優位性を維持して
まいります。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第17期
（2019年３月期）

第18期
（2020年３月期）

第19期
（2021年３月期）

第20期
（2022年３月期）

売上高 （千円） ― ― 980,420 1,739,013

経常利益又は経常損失(△) （千円） ― ― 90,912 △57,406
親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失(△)

（千円） ― ― 59,781 △89,983

１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失(△) （円） ― ― 30.72 △45.64

総資産 （千円） ― ― 1,233,545 1,733,234

純資産 （千円） ― ― 898,346 826,448

１株当たり純資産 （円） ― ― 460.01 416.85

（注）第19期より連結計算書類を作成しております。

② 当社の財産及び損益の状況
期 別

区 分
第17期

（2019年３月期）
第18期

（2020年３月期）
第19期

（2021年３月期）
第20期

（2022年３月期）

売上高 （千円） 844,611 766,396 922,302 956,236

経常利益又は経常損失(△) （千円） 171,105 6,633 85,772 △95,268

当期純利益又は当期純損失(△) （千円） 109,615 479 57,628 △89,014
１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失(△) （円） 67.35 0.26 29.61 △45.15

総資産 （千円） 699,640 1,044,648 1,226,434 1,444,491

純資産 （千円） 412,330 824,049 896,193 825,265

１株当たり純資産 （円） 253.35 427.52 458.91 416.25

（注）１．１株当たりの当期純利益は、期中平均株式数（自己株式控除後）に基づき算出しております。
２．当社は2019年３月９日付で普通株式１株につき3.5株の株式分割を行っております。そのため、第17期の期首に当該株式
分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額を算出しております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況（2022年３月31日現在）
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 主な事業内容

株式会社アイアクト 19,000千円 100.0％

WEBインテグレーション、システムインテグレーシ
ョン、コンテンツマーケティング&プロモーション、
WEB戦略立案&コンサルティング、データ&アナリテ
ィクス、AI導入支援、AIチャットボットサービス、検
索サービス

（注） 当社は、2021年４月30日に株式会社アイアクトの全株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。

（4）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社はWEB受託開発・ASPサービス事業を行っております。

（5）主要な事業所（2022年３月31日現在）
① 当社

名称 所在地

本社 東京都千代田区

福井支社 福井県坂井市

佐賀支社 佐賀県佐賀市

大阪支社 大阪府大阪市

② 子会社
名称 所在地

本社 東京都千代田区

（6）従業員の状況（2022年３月31日現在）
従業員数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

97名 16名増 37.1歳 4.9年

（注） 従業員数は就業人員であります。
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（7）主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
借入先 借入額（千円）

株式会社みずほ銀行 408,337

株式会社りそな銀行 50,014
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２ 株式の状況
（1）発行可能株式総数 6,160,000株
（2）発行済株式の総数 1,982,625株
（3）株主数 1,781名
（4）大株主（上位10名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社フォーカスキャピタル 871 43.94

株式会社パスファインダー 77 3.88

株式会社ベクトル 38 1.93

株式会社376 38 1.92

槇田 重夫 36 1.82

SEホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社 35 1.76

株式会社SBI証券 34 1.73

GMOクリック証券株式会社 20 1.05

大岩 鉱三 19 0.96

陳 如 15 0.77

（注） 当社は持株比率について小数点以下第３位を切り捨てて算出しております。
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３ 新株予約権等の状況
（1）当事業年度末日における当社役員が保有している新株予約権の状況
・新株予約権の数

19,800個
・目的となる株式の種類及び数
普通株式 69,300株（新株予約権１個につき3.5株）

（注） 2019年３月９日付の株式分割（１株につき3.5株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。
・当社取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行使期間 個数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く） 第１回（572円） 2020年３月２日

～2028年３月１日 19,000個 ４名

監査役 第１回（572円） 2020年３月２日
～2028年３月１日 800個 １名

（2）当事業年度中に当社使用人に対して交付した新株予約権の内容の状況
該当事項はありません。
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４ 会社役員の状況（2022年３月31日現在）
（1）取締役及び監査役の氏名等

氏名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況

岸本 誠 代表取締役会長 株式会社アイアクト 取締役

日下部 拓也 代表取締役社長執行役員

南嶋 将人 取締役執行役員 Project Management & Development Division 管掌

福本 健二 取締役執行役員 Solution Business Division/Customer Success Division 管掌

江村 真人 取締役 株式会社フォーカスキャピタル 代表取締役
株式会社フォーカス 取締役

小尾 一介 取締役 Link Asia Capital株式会社 代表取締役パートナー
クロスロケーションズ株式会社 代表取締役

吉村 公一 常勤監査役

高野 昭二 監査役 アース製薬株式会社 社外監査役

横山 美帆 監査役
株式会社ディア・ライフ 社外取締役
株式会社スターフライヤー 社外取締役
日本パワーファスニング株式会社 社外取締役（監査等委員）

川上 徹 監査役

（注）１．取締役 小尾一介氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役 吉村公一氏、高野昭二氏、横山美帆氏及び川上徹氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役 高野昭二氏は公認会計士の資格を有しており、財務・会計に関する高い知見を有する者であります。
４．監査役 横山美帆氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する高い見識を有する者であります。
５．当社は、取締役 小尾一介氏、監査役 吉村公一氏、高野昭二氏、横山美帆氏及び川上徹氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
取締役江村真人氏、取締役小尾一介氏、監査役吉村公一氏、監査役高野昭二氏、監査役横山美帆氏、監査

役川上徹氏は当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠
償責任限度額は、法令の定める額としております。
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（3）取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めております。その概要は以下のとおりで
す。
１ 基本方針
当社の取締役の報酬等は、各取締役の役割や職務等に応じた「基本報酬」、年間計画を上回る利益が
計上された場合に検討する「賞与」で構成されており、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を
踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
２ 基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定
に関する方針を含む。)
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の

業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
３ 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任を
うけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当事業の業績を踏ま
えた賞与の評価配分とする。代表取締役社長は、当該権限を適切に行使したことを示すため、社外取締
役と協議し、その結果を取締役会に報告するものとする。

② 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社の取締役の報酬等については、2021年６月30日開催の取締役会において、開催当時の代表取締役

社長岸本誠に個人別の報酬等の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長において決
定を行っております。代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領
域や職責の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。取締役会から委任を受けた代
表取締役が個人別の報酬等の額を決定するに際しては、報酬水準の妥当性及び業績評価の透明性を確保する
観点から、社外取締役と協議し、その結果を取締役会に報告するものとしています。
取締役会は、当該権限が適切に行使されるようにするための措置を講じており、当該手続きを経て取締

役会の個人別の報酬額が決定されていることから、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判
断しております。

③ 監査役の報酬等の額又はその算定方法に係る決定方針に関する事項
監査役の報酬の決定は、株主総会で定められた報酬限度内において、職務内容と責任に応じて監査役の

協議により決定しております。
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④ 当事業年度に係る報酬等の総額

区分 員数（名） 報酬等の額（千円）

取締役（うち社外取締役） 6（1） 59,349 （3,600）

監査役（うち社外監査役） 4（4） 11,869（11,869）

合計 10（5） 71,219（15,469）

（注）１．取締役の報酬59,349千円には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額2,643千円を含んでおります。
２．取締役の報酬限度額は、2014年３月31日開催の第12回定時株主総会において年額200百万円以内と決議頂いております。
なお、当該決議に係る取締役の員数は３名であります。

３．監査役の報酬限度額は、2014年３月31日開催の第12回定時株主総会において年額100百万円以内と決議頂いております。
なお、当該決議に係る監査役の員数は２名であります。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求訴訟を
提起された場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約
により填補することとしています。
当該保険契約の被保険者は、当社の取締役等の主要な業務執行者及び監査役です。

（5）社外役員に関する事項
（ａ）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役 小尾 一介氏は、Link Asia Capital株式会社及びクロスロケーションズ株式会社の代表取締
役であります。なお、Link Asia Capital株式会社及びクロスロケーションズ株式会社について、当社
との間で人的・資本的関係及び取引関係その他利害関係はございません。
・監査役 吉村 公一氏は、重要な兼職先はございません。
・監査役 高野 昭二氏は、アース製薬株式会社の社外監査役であります。なお、同社と当社との間で人
的・資本的関係及び取引関係その他利害関係はございません。
・監査役 横山 美帆氏は、株式会社ディア・ライフの社外取締役及び株式会社スターフライヤーの社外
取締役並びに日本パワーファスニング株式会社の社外取締役であります。なお、株式会社ディア・ライ
フ及び株式会社スターフライヤー並びに日本パワーファスニング株式会社について、当社との間で人
的・資本的関係及び取引関係その他利害関係はございません。
・監査役 川上 徹氏は、重要な兼職先はございません。
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（ｂ）当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況等

取締役 小尾 一介
インターネット業界での豊富な知識と経験を有しており、当該視点から監督機能を果たしていただく
ことを期待いたしており、当事業年度に開催した取締役会全15回中15回に出席し、当該視点から積極
的な発言をいただくなど、当社の社外取締役として業務執行に対する監督、助言等適切な役割を果た
して頂いております。

監査役 吉村 公一 当事業年度に開催した取締役会全15回中15回、監査役会全16回中16回に出席し、監査職務の豊富な
知識と経験の見地から、貴重な発言をしております。

監査役 高野 昭二 当事業年度に開催した取締役会全15回中15回、監査役会全16回中16回に出席し、公認会計士として
の豊富な経験と専門的な見地から、貴重な発言をしております。

監査役 横山 美帆 当事業年度に開催した取締役会全15回中15回、監査役会全16回中16回に出席し、弁護士としての豊
富な経験と専門的な見地から、貴重な発言をしております。

監査役 川上 徹 当事業年度に開催した取締役会全15回中15回、監査役会全16回中16回に出席し、監査職務の豊富な
知識と経験の見地から、貴重な発言をしております。
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５ 会計監査人の状況
（1）名称 太陽有限責任監査法人

（2）報酬等の額
報酬等の額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,850

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,850

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認・検討した結果、
会計監査人の報酬等の額について同意しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載
しております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会

に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６ 会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法に定める「取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、法務省令で定める体制の整備」に関して、2020年
７月13日開催の取締役会決議により改定した内部統制の基本方針にしたがって以下のような体制を整備し
ております。

（ａ）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 当社では、取締役及び使用人が、コンプライアンス意識をもって、法令、定款、社内規程等に則った
職務執行を行う。

ロ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等とも連携して、毅然
とした姿勢で組織的に対応する。

ハ 取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、業務執行の決定
と取締役の職務の監督を行う。

ニ 監査役は、法令が定める権限を行使し、取締役の職務の執行を監査する。
ホ 社内の通報窓口につながるホットラインを備え、相談や通報の仕組み（以下「公益通報制度」とい
う。）を構築する。

ヘ 取締役及び使用人の法令違反については、就業規則等に基づき処罰の対象とする。

（ｂ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ 文書管理規程を定め、重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要文書（電
磁的記録を含む。）は、当該規程等の定めるところに従い、適切に保存、管理する。

ロ 秘密情報管理規程を定め、情報資産の保護、管理を行う。

（ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管理を行うことの重要性を認識
した上で、諸リスクの把握、評価及び管理に努める。

ロ 災害、事故、システム障害等の不測の事態に備え、リスクマネジメント体制を構築していく。

（ｄ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催し、または必要に応じて随時開
催する。

ロ 取締役は、緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ迅速に職務を執
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行する。
ハ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規程、職務権限規程、業務分掌
規程及び稟議規程を制定する。

（ｅ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を確立する。
ロ 必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを周知し、運営する。
ハ 個人情報管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を構築し、運営する。

（ｆ）当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制
イ 当社は、子会社の経営の自主独立を尊重しつつ、子会社の経営の適正かつ効率的な運営に資するた

め、関係会社管理規程を定めている。
ロ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正確保の観点から、当社のリスク管理体制、コン

プライアンス体制等を子会社にも適用し、必要な子会社への指導、支援を実施する。
ハ 内部監査担当は、業務の適正を確保するための監査を実施し、その適正化を図るために必要な助言を

行う。また、監査結果については、当社の取締役社長に報告する。
ニ 子会社を担当する役員又は担当部署を明確にし、必要に応じて適正な指導、管理を行うものとする。

（ｇ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関す
る体制

イ 監査役は、監査役の指揮命令に服する使用人（以下、「監査役の補助者」という。）を置くことを取締
役会に対して求めることができる。

ロ 監査役の補助者は、監査役に専属し、他の業務を一切兼務させないこととし、監査役の指揮命令に従
い、監査役監査に必要な情報を収集する。

ハ 監査役の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役の事前の同意を必要とする。
ニ 監査役の補助者は、監査役に同行して、取締役会その他の重要会議、代表取締役や会計監査人との定
期的な意見交換に参加することができる。また、必要に応じて、弁護士、公認会計士等から監査業務
に関する助言を受けることができる。

（ｈ）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役
への報告に対する体制

イ 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす
おそれのある事項、重要な会議体で決議された事項、公益通報制度等について、遅滞なく監査役に報
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告する。
ロ 内部監査担当は、監査役に対して内部監査の状況について適宜報告する。
ハ 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役等は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況
等を報告する。

ニ 監査役は執行役員会及び業務執行に関する重要な会議に出席できるものとする。

（ｉ）監査役に報告した者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
内部通報をした者が、内部通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを内部通報規程に

定め周知するとともに、通報した者は、自身の異動、人事評価及び懲戒等について、その理由の調査を監
査役に依頼することができるものとする。

（ｊ）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる
費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が通常の監査によって生ずる費用の前払いまたは債務の償還を請求した場合は、担当部

門において審議のうえ、その必要性が認められない場合を除き、速やかに処理する。通常の監査費用以外
に、緊急の監査費用、専門家を利用する新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当の役員
に事前に通知するものとする。

（ｋ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行う。また、必要に応じて当社の取締役及び重要な使用
人からヒアリングを行う。

ロ 監査役は、必要に応じて会計監査人と意見交換を行う。
ハ 監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の助力を得ることができる。
ニ 監査役は、定期的に内部監査担当と意見交換を行い、連携の強化を図る。

（ｌ）財務報告の信頼性を確保するための体制
内部統制システムの構築に関する基本方針を定め、財務報告に係る内部統制を整備し、運用を行う。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
（ａ）内部統制システム全般

当社は、内部統制システムを整備・運用し、内部統制の目標を効果的に達成するため内部監査担当者が
年間計画に基づいて業務執行が適正かつ効率的に行われているかを監査しております。
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（ｂ）コンプライアンスに関する取り組み
全社員出席の会議でコンプライアンスに関する周知、注意喚起を実施しております。
また、「内部通報制度」を整備しコンプライアンスに抵触する事例を未然に防ぐ体制をとっております。

（ｃ）リスク管理体制に関する取り組み
「リスクマネジメント規程」に基づき、会社に存在する企業目的の達成を阻害する財務報告リスクを定

期的に抽出し、その発生可能性と影響度に基づき重要性を評価し、当該重要性に応じて適切な対応策を策
定実施しております。またその結果について会社の執行役員会に報告し承認を行っております。

（ｄ）職務執行の適正及び効率性の確保の取り組み
取締役会は社外取締役１名を含む取締役６名で構成され、社外監査役４名が出席し、毎月１回開催して

おります。当事業年度におきましては全15回開催しており、各議案の決議、取締役の業務執行の監督を行
っております。付議議案は常勤取締役及び執行役員全員で構成される執行役員会で事前に審議されてお
り、職務の執行の適正性、効率性を確保しております。

（ｅ）監査役の監査体制
監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役による職務執行の状況を監査しております。

また、内部監査室及び会計監査人との三様監査ミーティングを適宜開催し、監査状況等について意見交換
を行い、効率的かつ実効性の高い監査を行っております。さらに、代表取締役との定期的な意見交換のほ
か、取締役・執行役員等へのヒアリング等を通じて、当社の内部統制の整備及び運用状況について確認を
しております。

（3）特定完全子会社に関する事項
（ａ）特定完全子会社の名称及び住所

株式会社アイアクト
東京都千代田区大手町一丁目５番１号

（ｂ）当社及び完全子会社等における特定完全子会社の株式の当事業年度末日における帳簿価額の合計額
670,605千円

（ｃ）当社の当事業年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額の合計額
1,444,491千円

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表 （2022年３月31日現在） （単位：千円）
科目 当期 （ご参考）前期

資産の部
流動資産 1,096,631 1,099,684

現金及び預金 577,098 775,562
受取手形及び売掛金 － 273,400
受取手形、売掛金及び契
約資産 468,610 －

仕掛品 5,299 9,375
前払費用 20,027 35,955
その他 25,595 5,390

固定資産 636,603 133,861
有形固定資産 69,069 68,330
建物 27,263 29,959
工具、器具及び備品 9,852 9,806
土地 25,500 25,500
リース資産 1,701 660
その他 4,753 2,404
無形固定資産 515,325 20,439
のれん 315,741 19,149
ソフトウェア 31,001 1,060
顧客関連資産 168,300 －
その他 282 229
投資その他の資産 52,208 45,091
出資金 1,000 1,000
長期前払費用 － 905
繰延税金資産 17,593 11,360
敷金及び保証金 33,603 31,814
その他 10 10

資産合計 1,733,234 1,233,545

科目 当期 （ご参考）前期
負債の部
流動負債 486,734 247,389
支払手形及び買掛金 79,063 13,360
１年内返済予定の長期借入金 153,312 91,383
リース債務 502 245
未払金 28,832 13,842
未払費用 53,929 42,507
未払法人税等 59,278 27,763
未払消費税等 23,117 26,494
前受金 23,475 5,104
預り金 11,538 8,824
前受収益 16,608 17,860
賞与引当金 32,182 －
受注損失引当金 4,894 －
その他 0 3

固定負債 420,050 87,810
長期借入金 338,375 50,014
リース債務 1,447 544
役員退職慰労引当金 9,281 6,637
退職給付に係る負債 31,529 29,921
資産除去債務 692 692
繰延税金負債 38,724 －

負債合計 906,785 335,199
純資産の部
株主資本 826,448 898,346
資本金 274,920 265,877
資本剰余金 254,920 245,877
利益剰余金 296,607 386,591
純資産合計 826,448 898,346
負債・純資産合計 1,733,234 1,233,545
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連結損益計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

科目 当期 （ご参考）前期

売上高 1,739,013 980,420

売上原価 1,146,660 512,223

売上総利益 592,352 468,196

販売費及び一般管理費 634,227 382,278

営業利益又は営業損失(△) △41,874 85,917

営業外収益 4,448 5,416

受取利息 7 8

還付消費税等 2,019 －

助成金収入 1,363 4,047

保険解約返戻金 858 630

その他 199 730

営業外費用 19,980 421

支払利息 4,980 417

支払手数料 15,000 －

その他 － 3

経常利益又は経常損失(△) △57,406 90,912

特別利益 81 －

固定資産売却益 81 －

特別損失 16 －

固定資産売却損 16 －

固定資産除却損 0 －
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失(△) △57,341 90,912

法人税、住民税及び事業税 58,073 24,167

法人税等調整額 △25,431 6,963

当期純利益又は当期純損失(△) △89,983 59,781
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失(△) △89,983 59,781
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連結株主資本等変動計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 265,877 245,877 386,591 898,346

当期変動額
新株の発行（新株予約権
の行使） 9,043 9,043 18,086
親会社株主に帰属する
当期純損失 △89,983 △89,983

当期変動額合計 9,043 9,043 △89,983 △71,897

当期末残高 274,920 254,920 296,607 826,448

純資産合計

当期首残高 898,346

当期変動額
新株の発行（新株予約権
の行使） 18,086
親会社株主に帰属する
当期純損失 △89,983

当期変動額合計 △71,897

当期末残高 826,448
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貸借対照表 （2022年３月31日現在） （単位：千円）

科目 当期 （ご参考）前期
資産の部
流動資産 640,762 1,079,722

現金及び預金 339,072 753,055
売掛金 － 265,577
受取手形、売掛金及
び契約資産 267,304 －

仕掛品 2,847 9,375
前払費用 13,229 35,955
その他 18,309 15,757

固定資産 803,728 146,712
有形固定資産 63,784 68,330
建物 27,263 29,959
工具、器具及び備品 5,824 9,806
土地 25,500 25,500
リース資産 444 660
その他 4,753 2,404
無形固定資産 17,217 1,289
ソフトウェア 2,645 1,060
のれん 14,362 －
その他 209 229
投資その他の資産 722,727 77,091
関係会社株式 670,605 32,000
出資金 1,000 1,000
長期前払費用 － 905
繰延税金資産 17,593 11,360
敷金及び保証金 33,517 31,814
その他 10 10

資産合計 1,444,491 1,226,434

科目 当期 （ご参考）前期

負債の部
流動負債 252,345 242,431
買掛金 12,312 19,004
１年内返済予定の長期借入金 133,320 91,383
リース債務 198 245
未払金 20,837 14,414
未払費用 40,984 37,074
未払法人税等 3,337 24,875
未払消費税等 － 24,560
前受金 12,259 5,104
預り金 8,974 7,904
前受収益 16,608 17,860
仮受金 0 3
受注損失引当金 3,513 －

固定負債 366,881 87,810
長期借入金 325,031 50,014
リース債務 346 544
退職給付引当金 31,529 29,921
役員退職慰労引当金 9,281 6,637
資産除去債務 692 692

負債合計 619,226 330,241
純資産の部
株主資本 825,265 896,193
資本金 274,920 265,877
資本剰余金 254,920 245,877
資本準備金 254,920 245,877
利益剰余金 295,423 384,438
その他利益剰余金 295,423 384,438
繰越利益剰余金 295,423 384,438

純資産合計 825,265 896,193

負債・純資産合計 1,444,491 1,226,434
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損益計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

科目 当期 （ご参考）前期

売上高 956,236 922,302

売上原価 625,035 479,579

売上総利益 331,201 442,723

販売費及び一般管理費 422,593 359,730

営業利益又は営業損失(△) △91,392 82,992

営業外収益 16,104 3,197

受取利息 6 56

還付消費税等 2,019 －

助成金収入 37 2,047

保険解約返戻金 858 －

業務委託収入 1,307 －

設備賃貸収入 11,678 －

その他 198 1,094

営業外費用 19,980 417

支払利息 4,980 417

支払手数料 15,000 －

経常利益又は経常損失(△) △95,268 85,772

特別利益 2,152 －

抱合せ株式消滅差益 2,152 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) △93,115 85,772

法人税、住民税及び事業税 2,132 21,180

法人税等調整額 △6,232 6,963

当期純利益又は当期純損失(△) △89,014 57,628
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株主資本等変動計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

当期首残高 265,877 245,877 245,877

当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） 9,043 9,043 9,043

当期純損失

当期変動額合計 9,043 9,043 9,043

当期末残高 274,920 254,920 254,920

株主資本

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 384,438 384,438 896,193 896,193

当期変動額
新株の発行（新株予約
権の行使） 18,086 18,086

当期純損失 △89,014 △89,014 △89,014 △89,014

当期変動額合計 △89,014 △89,014 △70,928 △70,928

当期末残高 295,423 295,423 825,265 825,265
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年５月23日
株式会社インフォネット
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 土 居 一 彦
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 篠 塚 伸 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社インフォネットの2021年４月１日から2022年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社インフォネット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして
いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して
責任を負う。



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

42

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2022年５月23日
株式会社インフォネット
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 土 居 一 彦
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 篠 塚 伸 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社インフォネットの2021年４月１日から2022年３

月31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第20期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月24日

株式会社インフォネット 監査役会
常勤監査役 吉 村 公 一 ㊞
監 査 役 高 野 昭 二 ㊞
監 査 役 横 山 美 帆 ㊞
監 査 役 川 上 徹 ㊞

（注）監査役４名は、いずれも会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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交 通
東京メトロ 東西線・丸ノ内線・千代田線・半蔵門線
都営地下鉄 三田線
各大手町駅（C8、C11、C12出口直結）


